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株式会社大倉との業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、株式会社大倉（本社：大阪市北区、代表取締役：清瀧 静男、以下「大倉」）と、2022 年３月 25 日

に業務提携契約を締結しましたのでお知らせいたします。 

 

１．本業務提携の目的及び理由 

当社は、これまでの歴史の中で、食のパイオニア企業としてさまざまな食体験を通じて、お客様それぞれの

人生に寄り添った価値を追求してまいりました。新ミッション「食の可能性を広げ、心ゆさぶる「時」を提供

する」、新ビジョン「この世界を、食の感動でつながる大きなテーブルに」の実現に向けて、これまでにない

企業連携を進めることで新たな体験価値の創造を図っております。創業 40周年を迎えた今、次なる 40周年に

向けて、常識にとらわれない発想で、美味しさを超えた新たな“ひらまつならではの価値”の創造と、お客様

の人生に寄り添う「ライフ・タイム・バリュー事業」への展開を加速させ、世界の「食」業界をリードする企

業グループを目指しております。 

大倉は、「都市と自然と人々との調和をはかり、快適な笑顔あふれる空間の提供を通じて、豊かな社会の実

現に貢献する」を経営理念に掲げ、1962 年の創業以来 60 年にわたり、戸建住宅、ニュータウンの開発、分譲

マンション、リフォームなどの住空間の提供と、会員制リゾートクラブのリゾート事業を中心として、全国で

積極的な事業を展開しております。創業 60 周年を機に、ハウスメーカーから AI＋IoT を駆使したホームサー

ビス企業へ転身し、「暮らしのソムリエ」としてお客様の人生に寄り添う企業を目指しております。 

今般、当社と大倉は、両社の連携で生まれるシナジーにより成長戦略を加速することを目的として、業務提

携にいたりました。 

具体的な提携のスタートとして、当社はこれまでレストランのプロフェッショナルとして長きにわたり培っ

てきたサービスのノウハウをサービス研修プログラムとして提供し、大倉の「暮らしのソムリエ」社員のホス

ピタリティ向上に寄与するとともに、本研修を通じて研修ビジネスの礎を創り上げてまいります。また、大倉

が運営する会員組織である「ザ グラン リゾート」会員及び住宅購入者を対象に、当社レストラン・ホテルの

優待を提供することでの会員サービスの価値向上、当社への送客に繋げるなど、両社が有する強みを最大限に

発揮することにより、互いの企業価値向上を目指してまいります。 

 

２．本業務提携の内容等 

両社の経営資源・ノウハウを最大限活用し、両社の事業を育成・拡大すべく、以下に代表される事項の実施

を目指すことを合意しており、今後詳細についての協議を進めてまいります。 

①大倉が運営する会員組織の会員等に対し、当社が運営するレストラン・ホテルの告知及び送客 

②上記会員等の利用に対する優待利用サービスの提供 

③大倉の「ホームサービス事業」でのサービス研修等の実施 

 

３．本業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社大倉 

（２） 所 在 地 大阪市北区天神橋２丁目北２番 11号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 CEO兼 COO 清瀧 静男  
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（４） 事 業 内 容 不動産業、建設業、会員制ホテル業 

（５） 資 本 金 30億円 

（６） 設 立 年 月 日 1965年１月（創業 1963年２月） 

（７） 従 業 員 数 900人（グループ含む） 

（８） 大株主及び持株比率 Fidele Capital Partners Holdings Pte.Ltd  44.48% 

  大洋ホーム株式会社  13.73% 

（９） 当事会社間の関係  

 資 本 関 係 該当事項はありません 

 人 的 関 係 該当事項はありません 

 取 引 関 係 該当事項はありません 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません 

 

３．今後の見通し 

本業務提携契約の締結は、当社の企業価値の向上に繋がるものと考えておりますが、現時点では 業績への

影響等は軽微であります。今後開示すべき事項が発生した場合には、速やかに公表いたします。 
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